
豊明市公共施設適正配置計画＜概要版＞ 

1. 計画の目的と位置づけ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 豊明市の現状から見えてくる３つの課題 

施設 ・本市が保有する公共施設の延床面積は約 16.６万㎡（管理計画策定時） 

・そのうち、約 7 割の施設が数年後に築 40 年を経過し、老朽化が進行していく 

・今後 40 年間で約 795 億円（約 20 億円/年）の改修・更新費が必要（管理計画策定時） 

人口 ・少子高齢化が進行し、市全体の将来人口は減少の予測 

財政 ・歳入の減少、扶助費増加による投資的経費の減少が予測される厳しい見通し 

 

3. 公共施設マネジメントの４つの基本方針（管理計画より） 

①保有施設総量の縮減 

・原則として、更新を除く新規の公共建築物は建設しない 

・現在ある施設の更新は、行政サービス機能を維持する方策を講じながら、

優先順位により数値目標に達するまで縮減 

②統廃合・複合化の推進 

・更新時には原則的に小規模施設の複合化を検討 

・優先順位の低い施設は、すべて統廃合の対象とし、跡地は賃貸・売却によ

って、遊休資産を有効活用 

③官民連携による財源の 

確保 

・行政サービスの民間代替性を考慮し、PPP/PFI、包括委託などの官民連

携を積極的に推進 

・長寿命化による費用負担の平準化 

・市保有遊休資産の有効活用、売却 

④マネジメント体制の確立 ・所管課ごとの維持管理体制を改め、部署横断的な体制を確立 

 

４．適正配置の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設総量の適正化目標の達成状況】≪適正配置計画を推進することで目標を達成≫ 

 効果額 達成状況 

適正配置等による

縮減効果額合計 
約 272 億円 施設総量に換算すると約３4％の縮減  

適正化目標 約２３８億円 ３０％縮減が必要 

 ※用途廃止後の施設や土地について、民間売却や貸付等の活用を積極的に行うことで歳入増加も見込める 

 

５．今後の取り組み 

計画の進行

管理・見直し 

・今後の経済や社会情勢、国の施策等の状況、各公共施設を取り巻く環境の変化に対応

するため、概ね１０年ごとに見直し 

推進体制 
・施設所管課や財政担当部署も含めて、組織横断的に協議・調整を図りながら推進 

・市民や施設の利用者、関係団体、市議会など多様な主体者の理解と協力が不可欠 

適正配置推

進に向けた

取り組み 

・学校施設の適正配置については、本市の教育のあるべき姿や、通学する児童生徒の環

境、安全確保等の教育的な視点を最優先に考える 

・個別具体的な施設の状態を踏まえ、施設の維持管理・更新等に係る優先順位の考え

方、対策の方向性等を定めるため、個別施設計画を策定する 

 

 実際の施設の複合化・集約化、廃止等にあたっては、利用者をはじめ地域住民や関係団体等への説明、広

く市民の声を聴けるような場を設定し、当事者となる方々に理解と協力を得られるよう努める。 

『第５次豊明市総合計画』（2016～2025 年度の 10 年間） 

【まちの未来像】 みんなでつなぐ しあわせのまち とよあけ 

『公共施設白書 2014』 
（2015 年 3 月） 『公共施設適正配置計画』（2020 年 3 月） 

【計画期間】2020～2060 年度の 41 年間 

【適正配置の基本的な考え方】 

『個別施設計画』 （2019 年度以降順次策定） 
『公共施設長寿命化計画』 

（2016 年 6 月） 

持続可能な行政経営の実現へ 

『公共施設等総合管理計画』 
（2015 年 3 月） 

連動 

【適正配置の基本的な考え方】 

①市民生活への影響が少ない配置 

②現在の公共施設の配置状況を活

かした配置 

③災害時の拠点となる小中学校施

設を中心とした配置 

地域コミュニティの維持・活性化など、

市民サービスの向上 

〇みんなでつなぐしあわせのまちの実現 

〇効率的な投資による持続可能な行政経営 

＜まちづくりのポイント＞ 

〇複合化・集約化の推進 

〇まちづくりと連動した公共施設適正配置 

＜公共施設マネジメントのポイント＞ 

持続可能な市民サービスを提供するため、

公共施設の延床面積の削減 


